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盛土規制法に基づく規制区域（素案）に関する 

パブリックコメントの実施について 

 

 

 

 

 

記 

 

募集期間      令和６年（２０２４年）７月１日（月） 

～令和６年（２０２４年）７月３１日（水） 

 

公表方法     （１）熊本市ホームページ掲載 

          （２）都市安全課、都市政策課、開発指導課、区役所総務企画課、

まちづくりセンター（中央区まちづくりセンターを除く。）、

中央公民館、中央区まちづくりセンター大江交流室、中央区

まちづくりセンター五福交流室、河内まちづくりセンター河

内交流室、河内まちづくりセンター芳野分室、城南まちづく

りセンター城南交流室、総合保健福祉センター及び地域コミ

ュニティセンターでの縦覧 

 

公表する内容    盛土規制法に基づく規制区域（素案） 

 

意見の募集方法   電子メール、郵送 

 

意見に対する回答等 意見を踏まえた規制区域の検討を行ったうえで、熊本市ホームペ

ージ掲載や、都市安全課、情報公開窓口、区役所、地域コミュニ

ティセンター等での縦覧により、意見のまとまりごとに本市の考

え方を公開します。 

 

 

 

Kumamoto City  

News Release 

盛土規制法に基づく規制区域（素案）について、広く市民の意見を聴取し、

規制区域の検討に反映させるため、熊本市パブリックコメント実施要綱に基づ

き、パブリックコメントを募集しますので、下記のとおりお知らせします。 

【お問い合わせ先】 

都市建設局 都市政策部 都市安全課 

電話：０９６－３２８－２９２６ 

課長：上村 祐一（うえむら ゆういち） 

担当：技術主幹 蓑毛 健太郎（みのも けんたろう） 
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盛土規制法に基づく規制区域（素案）について 
 

 

1.盛土規制法の概要 
  

 令和 3年 7月の静岡県熱海市での大雨に伴う大規模な土石流災害を契機に、 

土地の用途にかかわらず、危険な盛土等を全国一律の基準で包括的に規制する

ため、宅地造成等規制法が抜本的に改正され宅地造成及び特定盛土等規制法

（以下「盛土規制法」という）が令和 5年 5月 26日に施行されました。 

 

２.盛土規制法に基づく規制区域 
  

 熊本市では、盛土規制法第 10条第 1項の宅地造成等工事規制区域の指定及

び第 26条第 1項の特定盛土等規制区域の指定を進めております。 
 

（規制区域の考え方） 
 
 

盛土等の崩落による災害から人命を守るため、リスクのあるエリアを「宅地造

成等工事規制区域」と「特定盛土等規制区域」の 2つの区域で幅広く指定しま

す。 

 
 

「宅地造成等工事規制区域」 

 ：市街地や集落、その周辺など、 

人家等が存在するエリアを指定 
 

 

「特定盛土等規制区域」 

 ：市街地や集落などから離れている 

ものの、地形等の条件から、人家 

等に危害を及ぼしうるエリアを指定 

 

 

 

 

 

３．本市での盛土規制法に基づく規制区域（素案）の設定 
  

 熊本市域内における盛土規制法に基づく規制区域（素案）の作成を進めたと

ころ、熊本市全域が「宅地造成等工事規制区域」若しくは「特定盛土等規制区

域」となる予定です。 

 

４．その他 
  

 盛土規制法の内容については、縦覧図書で公表する「盛土規制法パンフレッ

ト（一般用）」、「盛土規制法パンフレット（事業者用）」をご参照ください。 

【規制区域のイメージ】 

出典「国交省発行パンフレット」より引用・一部編集 



閲覧用（持ち帰り不可）
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【お問い合わせ】

　熊本市 都市建設局 都市政策部 都市安全課

　　TEL　096-328-2926


